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決算審査における意見

１ 知事直轄組織

・ 財政状況に関し、改善した指標についても全国順位は低く他県と比較して厳

しい状況であるので、引き続き財政負担の軽減に努力されたい。

・ 県民参画の促進のため、様々なツールを活用して幅広く意見を募り批判的な

意見も含め受け止めることが必要である。

・ 県内市町のＤＸ推進に関し、人的な支援も含め全市町の足並みがそろう体制

づくりを進められたい。

２ 危機管理部

・ まん延防止等重点措置などに伴う営業時間短縮要請に係る協力金に関し、事

業者の不安を解消するよう、申請から支給までの処理状況が分かる仕組みづく

りと相手の立場に立った対応に努められたい。

・ 地域防災を担う人材の育成研修に関し、地元大学を中心とした全世代型の防

災教育などの他県の取組を踏まえ、先進事例の積極的な導入について検討され

たい。

３ 経営管理部

・ 地域サミットに関し、市町との連携が十分図れるよう県から働きかけること

も含め状況に応じて随時実施されたい。

４ くらし・環境部

・ 移住促進に関し、本県の地理的な優位性、自然環境、食などのプラスの要素

や移住者の声を生かして新たな移住に結びつけるよう、更に工夫されたい。

・ 女性が社会で活躍できるための環境整備として、女性管理職や管理職候補者

のネットワークの構築と男性の意識改革を更に推進されたい。

５ スポーツ・文化観光部

・ 成人のスポーツ実施にはイベントへの参加も大事だが、家事や子育てをしな

がら子供と一緒にできる体操やスポーツなど、身近なところで個別に実施する

健康づくりに関する発信にも効果があると考えられるため、新たな内容として

取り組まれたい。

・ 障害者スポーツは、健常者とも一緒にでき、リハビリにもなるので、病院等

への用具の貸出しも検討されたい。

・ 文化財を適切に保存し地域で活用することは観光にもつながるため、文化財

保存活用地域計画作成に係る市町への支援を積極的にされたい。

６ 健康福祉部

・ 社会健康医学の研究は静岡多目的コホート研究事業等の中長期的な事業もあ
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るため、定期的な県民へのフィードバックに努められたい。

・ 出産や子育てで職場を離れた女性医師の復職等に向けた相談窓口の設置等に

よる潜在的な医師の発掘が医師不足解消にもつながるため、今後も引き続き支

援に努められたい。

・ 児童措置費納付金の収入未済に関し、適正な階層認定による納付金の未済額

の縮減及び徴収に努められたい。

７ 経済産業部

・ 農地の集積や生産コストの低減といった農地の高度利用などの取組が反映さ

れる農業産出額の目標を設定し、これを達成できるように取り組まれたい。

・ 林業改善資金を使うことにより事業者が効率的に事業を進められるよう、貸

付制度と県の施策を組み合わせ、利用者の増加に努められたい。

・ 海水温上昇等の状況を踏まえた漁業振興策として、魚介類の生育に効果的な

魚礁の開発と設置、海藻類の品種改良に取り組まれたい。

８ 交通基盤部

・ 県管理道路の防災対策に関し、台風による通行止めにより孤立した集落など

直ちに対策が必要な箇所も多いため、限られた予算と時間の中でも、迅速かつ

確実に進められたい。

・ 流域治水対策に関し、温暖化の加速により今後更に大きな災害の発生が予想

されるため、限りある予算の中で計画的に取り組まれたい。

・ 財務諸表により施設などの資産管理をはじめ様々な分析を行えるため、業務

での積極的な活用を推進されたい。

９ 出納局

・ 県民の利便性向上のため、公金収納における電子化の一層の推進を図られた

い。

10 教育委員会

・ 債権回収業務委託の専門性を発揮し、必要な場合には関係機関とも連携して

債務者の相談や生活再建などきめ細かい行政サービスへつなぎ、収入未済額の

回収率向上に取り組まれたい。

・ 教員の働き方改革が進む中、部活動指導員の配置補助に対する市町からの要

望は今後増加してくると考えられるので、要望に応じた必要な予算確保に取り

組まれたい。

11 公安委員会

・ 警察本部企画調整費の使途には効果が認められる。警察行政には時代の変化

に合わせた対応が迫られることから、今後も予算を十分に活用し事業を執行さ

れたい。
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・ 警察署協議会において企業、自治体等から頂いた意見は警察署外の様々な目

線からの警察業務に対するものであるので積極的に生かし業務運営に反映され

たい。

12 企業局

・ 工業用水道事業に関し、受水量の減少や受水企業の利用廃止といった現状や

施設等の更新時期等を踏まえた上で運営計画を立てて着実に進めていくように

努められたい。

13 がんセンター局

・ 物価高騰により病院経営は更に厳しくなることが予想されるが、県民に最善

のがん治療の提供を継続するためにも更なる経営改善に努められたい。


